
Copyright（C） 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 

平成26年度 天然ガス高度利用基盤調査 

諸外国における総合エネルギー企業の実態調査 
 
  ― 9月出張報告資料 （ドイツ、フランス、英国） ― 

2014年9月24日 

株式会社野村総合研究所 
コンサルティング事業本部 
 
 

〒100-0005 
東京都千代田区丸の内1-6-5 丸の内北口ビル 

資料３ 



Copyright（C） 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 

 

総合エネルギー企業化に向けた取組 

 英・仏では、電力・ガスの併売が行われているという意見があった。 
 ドイツでは同一企業内で電力・ガス事業が保有されているとの意見があった。具体的には以下のとおりである。 

▪ 事業のポートフォリオが考慮され、M&Aを通じて事業の組換えが行われてきた（RWE） 
▪ ドイツでは個別事業の組み合わせのシナジー効果は大きくない（Monopoli Commission) 

 英（OVO）・独（RWE）では、スマートメータによる複合サービスの開発が検討されているとの回答があった。 
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イギリス・フランス・ドイツにおける総合エネルギー企業化の状況 
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サービスの多様化 

 E.ON UKは、近隣の顧客同士でエネルギー消費を比較できるサービスを無償で提供し、家庭用の省エネ推進に貢献する
とともに、顧客の維持を図っている。 
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e.Onのsaving energy toolkit 

出所）https://www.eonenergy.com/for-
your-home/saving-energy?se999 
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消費者への安定供給 

 「消費者の選択多様性の確保」により消費者への安定供給が実現されると考えられている。 
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TSO/DSO部分をアンバンドルし、新規事業者にも中立的
なアクセスを保証することで、小売での競争環境を整備 

新規事業者・小規模事業者の参入促進
（英・仏） 

消費者の選択多様性の確保の方策 

家庭向けの省エネ協力義務の免除による小規模事業者
の負担軽減（英） 

規制料金による自由料金への内部補填を防止するため
に、規制料金と自由料金の組み合わせを制限（仏） 

アンバンドリングの徹底とアクセスの確
保（英・仏・独） 

消費者の選択を容易にする価格比較サイトが提供されて
いる。 

（独の価格比較サイトは民間が提供しており、広告収入で
運営されている（次ページ）） 

供給事業者の情報提供（価格比較サイ
トの運営等：英・独・仏） 

多数の新規参入企業が多数の料金メニューを消費者に
提示することにより、消費者が選択の難しさを感じ、結果的
に、スイッチング率が低下していることを改善するために、
各社、ガス、電気、ガス電気併売それぞれ最大4つまでに料
金メニューの数が制限された（英） 

料金メニューの削減による消費者の選択
容易性の改善（英） 

ネットワーク 
（TSO/DSO） 

小売 
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例）ドイツの民間価格比較サイト（verivox（http://www.verivox.de/）） 
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http://www.verivox.de/
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ネットワークへの投資促進 

 EU大、TSO、DSOそれぞれのレベルで、ネットワークへの投資促進策が導入されている。 
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TENプロジェクトにおいて2020年までの投資計画が作成されており、
総額2000億ユーロに上るインフラ投資への資金支援が行われている 
(http://ec.europa.eu/energy/publications/doc/2011_energy_infrastructure_en.pdf) 

欧州委員会は、重要な投資計画の許認可に必要な時間を短くしよう
としている（ファストトラックパーミッション）。 

輸送管投資 
（TSO） 

ネットワークへの投資促進メニュー 

TSOが新たに投資をするときは、BNetzA（ネットワーク規制庁）に申

請し、協議の後、認可され、長期計画に含まれる。長期計画に含まれ
ている計画管の建設費用は、接続料を通じて回収される。 
http://www.bundesnetzagentur.de/SharedDocs/Downloads/DE/Sachgebiete/Energie/Unt
ernehmen_Institutionen/NetzentwicklungUndSmartGrid/Gas/NEP_2014/Konsultation_20
14/NEP_Gas_2014_06_Projektsteckbriefe.pdf?__blob=publicationFile&v=1  

国際間の輸送管投資 

DSOは、5年間に一度接続料金の改定が行われる。その際に、前5
年間に建設されたパイプラインの費用が次の5年間の費用算定に考慮
される 

5年期間中に建設されたパイプラインについても、BNetzAや州政府と
DSOの間で取り決められた計算式にしたがって建設資金回収はできる
（ Maximum Revenue Regulation ）。 
http://www.bundesnetzagentur.de/SharedDocs/Downloads/EN/BNetzA/PressSection/ReportsPublic
ations/2013/MonitoringReport2013.pdf?__blob=publicationFile&v=11 （p.198-199) 

配給管投資 
（DSO） 

EU 

ドイツ 
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